　大阪府知事が、社会福祉法人の設立認可、又は社会福祉施設等の整備に対して助成を行う場合（社会福祉法人設立認可及び施設整備審査分科会に諮問する場合に限る。）は、社会福祉法人審査基準及び社会福祉法人審査要領その他の関係法令等のほか、この基準及び手続により審査する。
大阪府社会福祉法人に係る審査基準
第１　社会福祉法人の設立認可
１　「社会福祉法人の認可について」（平成12年12月１日付け障第890号、社援第2618号、老発第794号、児発第908号厚生省大臣官房障害保健福祉部長、厚生省社会・援護局長、厚生省老人保健福祉局長、厚生省児童家庭局長通知）別紙１社会福祉法人審査基準（以下「社会福祉法人審査基準」という。）第１から第３まで及び「社会福祉法人の認可について」（平成12年12月１日付け障企第59号、社援企第35号、老計第52号、児企第33号厚生省大臣官房障害保健福祉部企画課長、厚生省社会・援護局企画課長、厚生省老人保健福祉局計画課長、厚生省児童家庭局企画課長通知）別紙社会福祉法人審査要領（以下「社会福祉法人審査要領」という。）第１から第３までに定める基準を満たしていること。
第２　社会福祉施設等整備の助成
　１　社会福祉法人審査基準第１から第３まで、社会福祉法人審査要領第１から第３まで及び、

関係法令等に定める基準を満たしていること。
２　社会福祉施設等（以下「施設等」という。）の整備に関して、国、都道府県又は市町村の補助金等の返還命令を受けたことがある場合は、その原因となった事項について国、都道府県又は市町村の指導に従って改善を行い、かつ、当該補助金等の返還を完了していること。
３　社会福祉事業を行うために必要な資産である施設等の整備に要する財源として、独立行政法人福祉医療機構、民間金融機関等からの借入金を充てる場合は、次に掲げる基準のすべてを満たしていること。
　　(1)　独立行政法人福祉医療機構及び大阪府社会福祉協議会以外からの借入れについては、原則として独立行政法人福祉医療機構との協調融資であること。
　　(2)　現在返済中の既往借入金については、滞ることなく返済が実行されていること。
４　財務状況等について、原則、次に掲げる基準のすべてを満たしていること。
　　　 ただし、当該年度特有の要因により財務状況が平年の状態と異なる場合（財務状況が平年より良くなっている場合及び悪くなっている場合の双方を含む。）は、その要因による影響を排除した財務状況が  次に掲げる基準のすべてを満たしていること。
　　　ア　支払能力
　　　　　(ｱ)　直近の年度末の流動比率（貸借対照表における流動資産÷流動負債×100）が120パーセント以上であること。
　　　　　(ｲ)　直近の年度末及び収支見込みにおける借入金の最多償還年度の借入金償還余裕率（（事業活動計算書におけるサービス活動増減差額＋（減価償却費－国庫補助金等特別積立金取崩額））÷借入金元利償還額×100が120パーセント以上であること。
　　　　　　　　ただし、次のいずれかに該当する場合は、この基準を適用しないものとする。
　　　　　　　　ａ　収入構造上において減価償却相当分が見込まれていない社会福祉施設（都道府県又は市町村が福祉サービスを必要とする者について措置をとる施設等）のみを経営する法人
　　　　　　　　ｂ　収入構造上において減価償却相当分が見込まれていない社会福祉施設（都道府県又は市町村が福祉サービスを必要とする者について措置をとる施設等）の老朽化等に伴う改築・改修事業
　　　　
イ　設備投資の妥当性
直近の年度末の固定長期適合比率（貸借対照表における固定資産÷ （純資産＋固定負債）×100）が100パーセント以下であること
　　　ウ　資本構成の安定度
直近の年度末の自己資本比率（貸借対照表における純資産÷ （純資産＋負債総額）×100）が33パーセント以上であること
　　　エ　事業計画及び収支見込み
　　　　施設等の運営に必要な体制及び事業計画（収支見込みを含む）が整備され、施設等整備への助成後、施設等が適切に運営される見込みがあること。
　　　　【収支見込みの作成に係る留意点】
　　　　　(ｱ)　事業活動計算書と資金収支計算書の２種類を作成すること
　　　　　(ｲ)　借入金の償還年限分のものを作成すること。
　　　　　(ｳ)　原則、既存事業の部分、新規事業の部分、法人合計を区分して作成すること。
　　　　　(ｴ)　収入を算定するに際しては、不確定要素の高い加算報酬等は盛り込まないこと。
(ｵ)　利用者の介護度や障害程度区分は、収入の過大算定とならないよう適正に見積もること。
(ｶ)　 収支見込みの積算根拠を作成すること。
第３　審査手続
 １　法人概要書の提出
　　　社会福祉法人の設立認可を受けようとする者（以下、「法人申請者」という。）又は、施設

等の整備に対して助成を受けようとする者（以下、「施設等整備申請者」という。）は、社会

福祉法人設立認可申請又は補助金等の交付申請を行う前に、別に定める法人概要書及び施設

整備計画概要書に関係書類を添えて、大阪府知事に協議をすること。
　　２　社会福祉法人設立認可及び施設整備審査分科会への諮問
大阪府知事は、法人概要書及び関係書類を受理後、内容を確認のうえ、社会福祉法人設立

認可及び施設整備審査分科会に諮問し、分科会からの答申後、答申内容を法人申請者又は施

設等整備申請者に通知する。
　附則　この審査基準は、平成21年４月１日から施行する。
　附則　この審査基準は、平成30年８月１日から施行する。
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